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第９２号議案説明資料

令和８年９月１８日

件   名 足立区印鑑条例の一部を改正する条例

所管部課名 区民部戸籍住民課

内   容

１ 概要

下記法令等の一部改正に伴い、足立区印鑑条例（以下「条例」という）

の一部を改正する。

（１）出入国管理及び難民認定法（昭和２６年政令第３１９号）【下表①】

（２）日本国との平和条約に基づき日本の国籍を離脱した者等の出入国管理

に関する特例法（平成３年法律第７１号）【下表①】

（３）電気通信事業法（昭和５９年法律第８６号）【下表②】

（４）印鑑登録証明事務処理要領（昭和４９年２月１日自治振第１０号自治

省行政局振興課長から各都道府県総務部長あて通知）【下表③】

２ 主な改正内容（詳細は、別紙・新旧対照表のとおり）

条項 概 要 現 行 改正案

条例

第１８条

第３項

①  「出入国管理及び難民

認定法」「日本国との平

和条約に基づき日本の

国籍を離脱した者等の

出入国管理に関する特

例法」の一部改正

マイナンバーカー

ドを利用して、コン

ビニエンスストア

等の多機能端末機

（マルチコピー

機）で印鑑登録証明

書の交付が可能

マイナンバーカード

に加え、マイナンバ

ーカード機能が付加

された「特定在留カ

ード等」でも交付が

可能

②  「電気通信事業法」中

の引用条項（移動端末設

備を規定）の一部改正

電気通信事業法第

１２条の２第４項

第２号ロ

電気通信事業法第

１２条の２第４項

第３号ロ

条例

第５条

第３項

第２号

③  「印鑑登録証明事務処

理要領」の一部改正

印鑑登録の申請者

が本人であること

を保証できる者を

「東京都の市区町

村で印鑑登録をし

ている者」に限定

「東京都の」を削除

し、全国の市区町村

で印鑑登録をしてい

る者を保証人として

認める

条例

第２条

ほか

④   その他の文言整理を

行う

「当たつて」

「あつた」

「まつ消」 等

「当たって」

「あった」

「抹消」 等
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３ 施行年月日 

この条例は、公布の日から施行する。ただし、第１８条第３項の改正規定

（「（以下「個人番号カード」という。）」を「、出入国管理及び難民認定

法（昭和２６年政令第３１９号）第１９条の１５の２第１項に規定する特定

在留カード又は日本国との平和条約に基づき日本の国籍を離脱した者等の

出入国管理に関する特例法（平成３年法律第７１号）第１６条の２第１項に

規定する特定特別永住者証明書」に改める部分に限る。）は令和８年６月１

４日から適用する。 
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足立区印鑑条例の一部を改正する条例新旧対照表 

 

改正前 改正後 

○足立区印鑑条例 ○足立区印鑑条例 

昭和50年３月31日条例第19号 昭和50年３月31日条例第19号 

改正 改正 

昭和61年条例第15号 昭和61年条例第15号 

平成12年条例第27号 平成12年条例第27号 

平成16年３月24日条例第10号 平成16年３月24日条例第10号 

平成16年５月31日条例第28号 平成16年５月31日条例第28号 

平成17年10月24日条例第40号 平成17年10月24日条例第40号 

平成24年７月２日条例第34号 平成24年７月２日条例第34号 

平成25年３月28日条例第12号 平成25年３月28日条例第12号 

平成27年12月22日条例第94号 平成27年12月22日条例第94号 

令和元年10月23日条例第17号 令和元年10月23日条例第17号 

令和２年３月25日条例第３号 令和２年３月25日条例第３号 

令和５年３月24日条例第５号 令和５年３月24日条例第５号 

足立区印鑑条例を公布する。 足立区印鑑条例を公布する。 

足立区印鑑条例 足立区印鑑条例 

東京都足立区印鑑条例（昭和31年足立区条例第４号）の全部を改正する。 東京都足立区印鑑条例（昭和31年足立区条例第４号）の全部を改正する。 

（目的） （目的） 

第１条 この条例は、印鑑の登録及び証明について、必要な事項を定めるこ

とを目的とする。 

第１条 この条例は、印鑑の登録及び証明について、必要な事項を定めるこ

とを目的とする。 

（区長の責務） （区長の責務） 

第２条 区長は、この条例の適用に当たつては、常に住民の権利の保護に留

意するとともに、事務処理の効率化に努めなければならない。 

第２条 区長は、この条例の適用に当たっては、常に住民の権利の保護に留

意するとともに、事務処理の効率化に努めなければならない。 

（登録資格） （登録資格） 

第３条 足立区に住所を有し、住民基本台帳法（昭和42年法律第81号。以下

「法」という。）により記録されている者は、１人１個に限り印鑑の登録

第３条 足立区に住所を有し、住民基本台帳法（昭和42年法律第81号。以下

「法」という。）により記録されている者は、１人１個に限り印鑑の登録

別 紙 
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改正前 改正後 

を受けることができる。 を受けることができる。 

２ 前項の規定にかかわらず、次の者については印鑑の登録を受けることが

できない。 

２ 前項の規定にかかわらず、次の者については印鑑の登録を受けることが

できない。 

(１) 満15歳未満の者 (１) 満15歳未満の者 

(２) 意思能力を有しない者（前号に掲げる者を除く。） (２) 意思能力を有しない者（前号に掲げる者を除く。） 

（登録申請） （登録申請） 

第４条 印鑑の登録を受けようとする者（以下「登録申請者」という。）は、

印鑑を提示して、印鑑登録申請書により自ら申請しなければならない。た

だし、登録申請者が疾病その他やむを得ない理由により、自ら申請するこ

とができないときは、委任の旨を証する書面を添えて代理人により申請す

ることができる。 

第４条 印鑑の登録を受けようとする者（以下「登録申請者」という。）は、

印鑑を提示して、印鑑登録申請書により自ら申請しなければならない。た

だし、登録申請者が疾病その他やむを得ない理由により、自ら申請するこ

とができないときは、委任の旨を証する書面を添えて代理人により申請す

ることができる。 

（登録申請の確認） （登録申請の確認） 

第５条 区長は、印鑑登録の申請があつたときは、当該登録申請者が本人で

あること、又は当該申請が本人の意思に基づくものであることを確認しな

ければならない。 

第５条 区長は、印鑑登録の申請があったときは、当該登録申請者が本人で

あること 又は当該申請が本人の意思に基づくものであることを確認しな

ければならない。 

２ 前項の確認は、郵送その他区長が適当と認める方法により登録申請者に

対して文書で照会し、その回答書及び区長が適当と認める書類を登録申請

者に持参させることによつて行うものとする。 

２ 前項の確認は、郵送その他区長が適当と認める方法により登録申請者に

対して文書で照会し、その回答書及び区長が適当と認める書類を登録申請

者に持参させることによって行うものとする。 

３ 前項の規定にかかわらず、登録申請者が自ら申請した場合の本人である

ことの確認は、次の各号に掲げる方法のいずれかによつて行うことができ

る。 

３ 前項の規定にかかわらず、登録申請者が自ら申請した場合の本人である

ことの確認は、次の各号に掲げる方法のいずれかによって行うことができ

る。 

(１) 官公署の発行した免許証、許可証又は身分証明書であつて区長の定

めたものの提示があつたとき。 

(１) 官公署の発行した免許証、許可証又は身分証明書であって区長の定

めたものの提示があったとき。 

(２) 東京都の区市町村において、すでに印鑑の登録を受けている者が、

その印鑑登録証明書を添えて、登録申請者が本人であることを書面で保

証したとき。この場合において、保証した者が足立区において印鑑の登

録を受けているときは、印鑑登録証明書の添付を要しない。 

(２)     市区町村において、 既に印鑑の登録を受けている者が、

その印鑑登録証明書を添えて、登録申請者が本人であることを書面で保

証したとき。この場合において、保証した者が足立区において印鑑の登

録を受けているときは、印鑑登録証明書の添付を要しない。 

４ 区長は、第２項の規定による照会に対し、区長の定める期間内に回答書４ 区長は、第２項の規定による照会に対し、区長の定める期間内に回答書
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改正前 改正後 

及び区長が適当と認める書類の持参がないときは、当該申請の印鑑の登録

をしてはならない。 

及び区長が適当と認める書類の持参がないときは、当該申請の印鑑の登録

をしてはならない。 

（印鑑の登録） （印鑑の登録） 

第６条 区長は、前条の規定により登録申請者が本人であること、又は申請

が本人の意思に基づくものであることを確認したときは、直ちにこれを登

録しなければならない。 

第６条 区長は、前条の規定により登録申請者が本人であること 又は申請

が本人の意思に基づくものであることを確認したときは、直ちにこれを登

録しなければならない。 

（登録印鑑の制限） （登録印鑑の制限） 

第７条 区長は、登録申請に係る印鑑が、次の各号のいずれかに該当する場

合は、当該印鑑の登録をすることができない。 

第７条 区長は、登録申請に係る印鑑が、次の各号のいずれかに該当する場

合は、当該印鑑の登録をすることができない。 

(１) 住民基本台帳に記録されている氏名、氏、名、旧氏（住民基本台帳

法施行令（昭和42年政令第292号。以下「令」という。）第30条の13に規

定する旧氏をいう。以下同じ。）若しくは通称（令第30条の16第１項に

規定する通称をいう。以下同じ。）又は氏名、旧氏若しくは通称の一部

を組み合わせたもの（区長が別に定める基準を満たすものに限る。）で

表していないもの 

(１) 住民基本台帳に記録されている氏名、氏、名、旧氏（住民基本台帳

法施行令（昭和42年政令第292号。以下「令」という。）第30条の13に規

定する旧氏をいう。以下同じ。）若しくは通称（令第30条の16第１項に

規定する通称をいう。以下同じ。）又は氏名、旧氏若しくは通称の一部

を組み合わせたもの（区長が別に定める基準を満たすものに限る。）で

表していないもの 

(２) 職業、資格等他の事項をあわせて表しているもの (２) 職業、資格等他の事項をあわせて表しているもの 

(３) ゴム印その他の印鑑で変形しやすいもの (３) ゴム印その他の印鑑で変形しやすいもの 

(４) 印影の大きさが１辺の長さ８ミリメートルの正方形に収まるもの又

は１辺の長さ25ミリメートルの正方形に収まらないもの 

(４) 印影の大きさが１辺の長さ８ミリメートルの正方形に収まるもの又

は１辺の長さ25ミリメートルの正方形に収まらないもの 

(５) 印影が不鮮明なもの又は文字の判読が困難なもの (５) 印影が不鮮明なもの又は文字の判読が困難なもの 

(６) その他登録を受けようとする印鑑として適当でないと区長が認めた

もの 

(６) その他登録を受けようとする印鑑として適当でないと区長が認めた

もの 

２ 前項第１号の規定にかかわらず、外国人住民（法第30条の45に規定する

外国人住民をいう。以下同じ。）が住民票の備考欄に記録されている氏名

のカタカナ表記又はその一部を組み合わせたもの（区長が別に定める基準

を満たすものに限る。）で表されている印鑑により登録を受けようとする

場合には、当該印鑑を登録することができる。 

２ 前項第１号の規定にかかわらず、外国人住民（法第30条の45に規定する

外国人住民をいう。以下同じ。）が住民票の備考欄に記録されている氏名

のカタカナ表記又はその一部を組み合わせたもの（区長が別に定める基準

を満たすものに限る。）で表されている印鑑により登録を受けようとする

場合には、当該印鑑を登録することができる。 

（印鑑登録事項） （印鑑登録事項） 
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改正前 改正後 

第８条 区長は、電子計算組織により次に掲げる事項を登録する。 第８条 区長は、電子計算組織により次に掲げる事項を登録する。 

(１) 登録番号 (１) 登録番号 

(２) 登録年月日 (２) 登録年月日 

(３) 氏名（氏に変更があつた者に係る住民票に旧氏の記録がされている

場合にあつては氏名及び当該旧氏、外国人住民に係る住民票に通称の記

録がされている場合にあつては氏名及び当該通称） 

(３) 氏名（氏に変更があった者に係る住民票に旧氏の記録がされている

場合にあっては氏名及び当該旧氏、外国人住民に係る住民票に通称の記

録がされている場合にあっては氏名及び当該通称） 

(４) 出生年月日 (４) 出生年月日 

(５) 住所 (５) 住所 

(６) 印影 (６) 印影 

(７) 外国人住民が住民票の備考欄に記録されている氏名のカタカナ表記

又はその一部を組み合わせたもので表されている印鑑により登録を受け

る場合にあつては、当該氏名のカタカナ表記 

(７) 外国人住民が住民票の備考欄に記録されている氏名のカタカナ表記

又はその一部を組み合わせたもので表されている印鑑により登録を受け

る場合にあっては、当該氏名のカタカナ表記 

（印鑑登録証の交付） （印鑑登録証の交付） 

第９条 区長は、印鑑の登録をしたときは、印鑑の登録を受けている旨を証

する書面（以下「印鑑登録証」という。）を当該印鑑の登録を受けた者、

又はその代理人に対して直接に交付する。 

第９条 区長は、印鑑の登録をしたときは、印鑑の登録を受けている旨を証

する書面（以下「印鑑登録証」という。）を当該印鑑の登録を受けた者  

又はその代理人に対して直接に交付する。 

２ 印鑑登録証には、登録番号を記載する。 ２ 印鑑登録証には、登録番号を記載する。 

（印鑑登録証の引替交付） （印鑑登録証の引換交付） 

第10条 印鑑登録を受けている者（以下「印鑑登録者」という。）は、印鑑

登録証が著しく汚損  又はき損したときは、印鑑登録証引替交付申請書

に当該印鑑登録証を添えて引替交付を申請することができる。 

第10条 印鑑登録を受けている者（以下「印鑑登録者」という。）は、印鑑

登録証が著しく汚損し、又は毀損したときは、印鑑登録証引換交付申請書

に当該印鑑登録証を添えて引換交付を申請することができる。 

（印鑑登録証亡失の届出） （印鑑登録証亡失の届出） 

第11条 印鑑登録者は、印鑑登録証を亡失したときは、印鑑登録証亡失届書

により直ちにその旨を届け出なければならない。 

第11条 印鑑登録者は、印鑑登録証を亡失したときは、印鑑登録証亡失届書

により直ちにその旨を届け出なければならない。 

（印鑑登録事項の職権修正） （印鑑登録事項の職権修正） 

第12条 区長は、法に基づく届出等により、印鑑登録事項に変更があること

を知つたときは、第15条の規定により印鑑登録のまつ消を行う場合のほか、

印鑑登録事項について職権で修正しなければならない。 

第12条 区長は、法に基づく届出等により、印鑑登録事項に変更があること

を知ったときは、第15条の規定により印鑑登録の抹消を行う場合のほか、

印鑑登録事項について職権で修正しなければならない。 
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改正前 改正後 

（印鑑登録事項変更の届出） （印鑑登録事項変更の届出） 

第13条 印鑑登録者又はその代理人は、印鑑登録事項（印影を除く。）につ

いて変更をしようとするときは、印鑑登録証を提示して印鑑登録事項変更

届書によりその旨を届け出なければならない。 

第13条 印鑑登録者又はその代理人は、印鑑登録事項（印影を除く。）につ

いて変更をしようとするときは、印鑑登録証を提示して印鑑登録事項変更

届書によりその旨を届け出なければならない。 

（登録廃止の申請） （登録廃止の申請） 

第14条 印鑑登録者は、印鑑の登録を廃止しようとするときは、印鑑登録廃

止申請書に印鑑登録証を添えて申請しなければならない。 

第14条 印鑑登録者は、印鑑の登録を廃止しようとするときは、印鑑登録廃

止申請書に印鑑登録証を添えて申請しなければならない。 

２ 印鑑登録者は、登録されている印鑑を亡失したときは、印鑑登録廃止申

請書に印鑑登録証を添えて、直ちに当該印鑑の登録の廃止を申請しなけれ

ばならない。 

２ 印鑑登録者は、登録されている印鑑を亡失したときは、印鑑登録廃止申

請書に印鑑登録証を添えて、直ちに当該印鑑の登録の廃止を申請しなけれ

ばならない。 

３ 前２項の規定にかかわらず、足立区行政手続等における情報通信の技術

の利用に関する条例（平成16年足立区条例第49号。以下「情報通信技術利

用条例」という。）第３条の規定に基づき電子情報処理組織を使用して申

請する場合は、印鑑登録証の添付を要しない。ただし、当該申請を行つた

者は、事後に印鑑登録証を返納するものとする。 

３ 前２項の規定にかかわらず、足立区行政手続等における情報通信の技術

の利用に関する条例（平成16年足立区条例第49号。以下「情報通信技術利

用条例」という。）第３条の規定に基づき電子情報処理組織を使用して申

請する場合は、印鑑登録証の添付を要しない。ただし、当該申請を行った

者は、事後に印鑑登録証を返納するものとする。 

（印鑑登録のまつ消） （印鑑登録の抹消） 

第15条 区長は、印鑑登録者が次の各号のいずれかに該当する場合は、当該

印鑑の登録をまつ消しなければならない。 

第15条 区長は、印鑑登録者が次の各号のいずれかに該当する場合は、当該

印鑑の登録を抹消しなければならない。 

(１) 印鑑登録廃止の申請をしたとき。 (１) 印鑑登録廃止の申請をしたとき。 

(２) 印鑑登録証亡失の届出をしたとき。 (２) 印鑑登録証亡失の届出をしたとき。 

(３) 足立区外に転出したとき。 (３) 足立区外に転出したとき。 

(４) 死亡したとき。 (４) 死亡したとき。 

(５) 氏名、氏（氏に変更があつた者にあつては、住民票に記録がされて

いる旧氏を含む。）又は名（外国人住民にあつては、通称又は氏名のカ

タカナ表記を含む。）を変更した（登録されている印影を変更する必要

のない場合を除く。）ため、登録されている印鑑が第７条第１項第１号

に該当することになつたとき。 

(５) 氏名、氏（氏に変更があった者にあっては、住民票に記録がされて

いる旧氏を含む。）又は名（外国人住民にあっては、通称又は氏名のカ

タカナ表記を含む。）を変更した（登録されている印影を変更する必要

のない場合を除く。）ため、登録されている印鑑が第７条第１項第１号

に該当することになったとき。 

(６) 外国人住民にあつては、法第30条の45の表の上欄に掲げる者ではな (６) 外国人住民にあっては、法第30条の45の表の上欄に掲げる者ではな
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くなつたとき（日本の国籍を取得した場合を除く。）。 くなったとき（日本の国籍を取得した場合を除く。）。 

(７) 前各号に定めるもののほか、印鑑登録者についてまつ消すべき理由

が生じたとき。 

(７) 前各号に定めるもののほか、印鑑登録者について抹消すべき理由が

生じたとき。 

２ 前項の規定において、次の各号に掲げるものを除く事由による登録のま

つ消については、印鑑の登録を受けている者にこのことを通知するものと

する。 

２ 前項の規定において、次の各号に掲げるものを除く事由による登録の抹

消については、印鑑の登録を受けている者にこのことを通知するものとす

る。 

(１) 転出 (１) 転出 

(２) 死亡 (２) 死亡 

(３) 法第30条の45の表の上欄に掲げる者ではなくなつたこと（日本の国

籍を取得した場合を除く。）。 

(３) 法第30条の45の表の上欄に掲げる者ではなくなったこと（日本の国

籍を取得した場合を除く。）。 

(４) 前３号に定めるもののほか、区長が別に定める場合 (４) 前３号に定めるもののほか、区長が別に定める場合 

（代理人） （代理人） 

第16条 登録申請者又は印鑑登録者が、第５条第２項、第10条、第11条並び

に第14条第１項及び同条第２項の申請等を自ら行うことができないとき

は、委任の旨を証する書面を添えて、代理人により行うことができる。 

第16条 登録申請者又は印鑑登録者が、第５条第２項、第10条、第11条並び

に第14条第１項及び同条第２項の申請等を自ら行うことができないとき

は、委任の旨を証する書面を添えて、代理人により行うことができる。 

（印鑑登録の証明） （印鑑登録の証明） 

第17条 区長は、電子計算組織に登録されている印鑑登録者に係る印影その

他の事項（登録番号及び登録年月日を除く。）について、当該電子計算組

織により出力された写しをもつて証明する。 

第17条 区長は、電子計算組織に登録されている印鑑登録者に係る印影その

他の事項（登録番号及び登録年月日を除く。）について、当該電子計算組

織により出力された写しをもって証明する。 

（印鑑登録証明の申請） （印鑑登録証明の申請） 

第18条 印鑑登録の証明を受けようとする者は、印鑑登録証を提示して、印

鑑登録証明書交付申請書により申請しなければならない。 

第18条 印鑑登録の証明を受けようとする者は、印鑑登録証を提示して、印

鑑登録証明書交付申請書により申請しなければならない。 

２ 前項の規定にかかわらず、情報通信技術利用条例第３条の規定に基づき

電子情報処理組織を使用して申請する場合は、印鑑登録証の提示を要しな

い。 

２ 前項の規定にかかわらず、情報通信技術利用条例第３条の規定に基づき

電子情報処理組織を使用して申請する場合は、印鑑登録証の提示を要しな

い。 

３ 第１項の規定にかかわらず、印鑑登録者は、多機能端末機（足立区の情

報システムと通信回線で接続された民間事業者が多種多様なサービスを提

供する機能を有する端末として設置するもので、証明書等を交付する機能

３ 第１項の規定にかかわらず、印鑑登録者は、多機能端末機（足立区の情

報システムと通信回線で接続された民間事業者が多種多様なサービスを提

供する機能を有する端末として設置するもので、証明書等を交付する機能
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を有するものをいう。）において、行政手続における特定の個人を識別す

るための番号の利用等に関する法律（平成25年法律第27号）第２条第７項

に規定する個人番号カード（以下「個人番号カード」という。）     

                                  

                                  

                                  

                  を利用して暗証番号を入力し、又

は電気通信事業法（昭和59年法律第86号）第12条の２第４項第２号ロに規

定する移動端末設備を利用して暗証番号を入力し、若しくはこれに代わる

認証を行うことにより、印鑑登録の証明の申請をすることができる。 

を有するものをいう。）において、行政手続における特定の個人を識別す

るための番号の利用等に関する法律（平成25年法律第27号）第２条第７項

に規定する個人番号カード                  、出入

国管理及び難民認定法（昭和26年政令第319号）第19条の15の２第１項に規

定する特定在留カード又は日本国との平和条約に基づき日本の国籍を離脱

した者等の出入国管理に関する特例法（平成３年法律第71号）第16条の２

第１項に規定する特定特別永住者証明書を利用して暗証番号を入力し、又

は電気通信事業法（昭和59年法律第86号）第12条の２第４項第３号ロに規

定する移動端末設備を利用して暗証番号を入力し、若しくはこれに代わる

認証を行うことにより、印鑑登録の証明の申請をすることができる。 

４ 前項に規定する暗証番号は、電子署名等に係る地方公共団体情報システ

ム機構の認証業務に関する法律（平成14年法律第153号）第２条第５項に規

定する利用者証明利用者符号を利用するために用いるものとして設定され

た暗証番号とする。 

４ 前項に規定する暗証番号は、電子署名等に係る地方公共団体情報システ

ム機構の認証業務に関する法律（平成14年法律第153号）第２条第５項に規

定する利用者証明利用者符号を利用するために用いるものとして設定され

た暗証番号とする。 

（印鑑登録証明の制限） （印鑑登録証明の制限） 

第19条 区長は、前条第１項の規定による申請に際し、印鑑登録証を提示し

た者に対してのみ、印鑑登録証明書を交付するものとする。 

第19条 区長は、前条第１項の規定による申請に際し、印鑑登録証を提示し

た者に対してのみ、印鑑登録証明書を交付するものとする。 

（関係人に対する質問） （関係人に対する質問） 

第20条 区長は、印鑑の登録及び証明に関し必要な調査をすることができる。 第20条 区長は、印鑑の登録及び証明に関し必要な調査をすることができる。 

２ 区長は、前項に規定する調査を行うに当たり、必要があると認めるとき

は、当該職員をして、関係人に対し質問をさせ、又は文書若しくは印鑑の

提示を求めさせることができる。 

２ 区長は、前項に規定する調査を行うに当たり、必要があると認めるとき

は、当該職員をして、関係人に対し質問をさせ、又は文書若しくは印鑑の

提示を求めさせることができる。 

３ 当該職員は、前項の規定により質問をし、又は文書若しくは印鑑の提示

を求める場合は、その身分を示す証明書を携帯し、関係人の請求があつた

ときは、これを提示しなければならない。 

３ 当該職員は、前項の規定により質問をし、又は文書若しくは印鑑の提示

を求める場合は、その身分を示す証明書を携帯し、関係人の請求があった

ときは、これを提示しなければならない。 

（閲覧の禁止） （閲覧の禁止） 

第21条 区長は、印鑑の登録及び証明に関する書類を閲覧に供してはならな

い。 

第21条 区長は、印鑑の登録及び証明に関する書類を閲覧に供してはならな

い。 
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（委任） （委任） 

第22条 この条例の施行について必要な事項は、規則で定める。 第22条 この条例の施行について必要な事項は、規則で定める。 

付 則 付 則 

１ この条例は、昭和50年10月１日から施行する。 １ この条例は、昭和50年10月１日から施行する。 

２ この条例の施行の際、現にこの条例による改正前の東京都足立区印鑑条

例の規定により印鑑の登録を受けている者に係る印鑑の登録の証明につい

ては、この条例の施行の日から昭和51年９月30日までの間は、なお従前の

例によることができる。 

２ この条例の施行の際、現にこの条例による改正前の東京都足立区印鑑条

例の規定により印鑑の登録を受けている者に係る印鑑の登録の証明につい

ては、この条例の施行の日から昭和51年９月30日までの間は、なお従前の

例によることができる。 

３ この条例の施行の際、現にこの条例による改正前の東京都足立区印鑑条

例の規定により登録されている印鑑について、この条例の施行の日から昭

和51年９月30日までの間に、この条例第４条の規定により印鑑の登録を受

けようとする場合は、第７条第１号の規定は適用しない。 

３ この条例の施行の際、現にこの条例による改正前の東京都足立区印鑑条

例の規定により登録されている印鑑について、この条例の施行の日から昭

和51年９月30日までの間に、この条例第４条の規定により印鑑の登録を受

けようとする場合は、第７条第１号の規定は適用しない。 

付 則（平成12年３月31日条例第27号） 付 則（平成12年３月31日条例第27号） 

この条例は、平成12年４月１日から施行する。 この条例は、平成12年４月１日から施行する。 

付 則（平成16年３月24日条例第10号） 付 則（平成16年３月24日条例第10号） 

この条例は、公布の日から施行する。ただし、第８条第５号を削る改正規

定は、平成16年６月１日から施行する。 

この条例は、公布の日から施行する。ただし、第８条第５号を削る改正規

定は、平成16年６月１日から施行する。 

付 則（平成16年５月31日条例第28号） 付 則（平成16年５月31日条例第28号） 

この条例は、平成16年６月１日から施行する。 この条例は、平成16年６月１日から施行する。 

付 則（平成17年10月24日条例第40号） 付 則（平成17年10月24日条例第40号） 

この条例は、平成17年12月１日から施行する。 この条例は、平成17年12月１日から施行する。 

付 則（平成24年７月２日条例第34号） 付 則（平成24年７月２日条例第34号） 

１ この条例は、平成24年７月９日から施行する。 １ この条例は、平成24年７月９日から施行する。 

２ この条例による改正後の足立区印鑑条例（以下「新条例」という。）の

施行の日（以下「施行日」という。）前において現に印鑑の登録を受けて

いる外国人であつて、施行日において住民基本台帳法（昭和42年法律第81

号）に規定する住民票への移行がなされなかつた者に係る印鑑登録につい

ては、職権でまつ消するものとする。この場合において、登録のまつ消に

２ この条例による改正後の足立区印鑑条例（以下「新条例」という。）の

施行の日（以下「施行日」という。）前において現に印鑑の登録を受けて

いる外国人であつて、施行日において住民基本台帳法（昭和42年法律第81

号）に規定する住民票への移行がなされなかつた者に係る印鑑登録につい

ては、職権でまつ消するものとする。この場合において、登録のまつ消に
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ついて、印鑑の登録を受けている者にこのことを通知するものとする。 ついて、印鑑の登録を受けている者にこのことを通知するものとする。 

３ この条例による新条例の施行日前において現に印鑑の登録を受けている

外国人であつて、施行日においてもなお印鑑の登録資格を有する者に係る

印鑑登録事項について、住民基本台帳法の一部を改正する法律（平成21年

法律第77号）の施行による住民票への移行に伴い変更が生じた場合は、職

権で当該事項を修正するものとする。 

３ この条例による新条例の施行日前において現に印鑑の登録を受けている

外国人であつて、施行日においてもなお印鑑の登録資格を有する者に係る

印鑑登録事項について、住民基本台帳法の一部を改正する法律（平成21年

法律第77号）の施行による住民票への移行に伴い変更が生じた場合は、職

権で当該事項を修正するものとする。 

付 則（平成25年３月28日条例第12号） 付 則（平成25年３月28日条例第12号） 

この条例は、平成25年６月10日から施行する。 この条例は、平成25年６月10日から施行する。 

付 則（平成27年12月22日条例第94号） 付 則（平成27年12月22日条例第94号） 

１ この条例は、行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用

等に関する法律の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律（平成25年法

律第28号。以下「整備法」という。）附則第３号に掲げる規定の施行の日

（平成28年１月１日）から施行する。 

１ この条例は、行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用

等に関する法律の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律（平成25年法

律第28号。以下「整備法」という。）附則第３号に掲げる規定の施行の日

（平成28年１月１日）から施行する。 

２ この条例の施行の際現に整備法第19条の規定による改正前の住民基本台

帳法第30条の44第３項の規定により住民基本台帳カードの交付を受けてい

る者に係る印鑑登録の証明については、なお従前の例による。 

２ この条例の施行の際現に整備法第19条の規定による改正前の住民基本台

帳法第30条の44第３項の規定により住民基本台帳カードの交付を受けてい

る者に係る印鑑登録の証明については、なお従前の例による。 

付 則（令和元年10月23日条例第17号） 付 則（令和元年10月23日条例第17号） 

この条例は、令和元年11月５日から施行する。ただし、第７条第１項第

１号の改正規定（「組み合わせたもの」の次に「（区長が別に定める基準

を満たすものに限る。）」を加える部分に限る。）、同条第２項の改正規

定及び第15条第１項中第６号を第７号とし、第５号の次に１号を加える改

正規定は、公布の日から施行する。 

この条例は、令和元年11月５日から施行する。ただし、第７条第１項第

１号の改正規定（「組み合わせたもの」の次に「（区長が別に定める基準

を満たすものに限る。）」を加える部分に限る。）、同条第２項の改正規

定及び第15条第１項中第６号を第７号とし、第５号の次に１号を加える改

正規定は、公布の日から施行する。 

付 則（令和２年３月25日条例第３号） 付 則（令和２年３月25日条例第３号） 

この条例は、令和２年４月１日から施行する。 この条例は、令和２年４月１日から施行する。 

付 則（令和５年３月24日条例第５号） 

この条例は、規則で定める日から施行する。（令和５年５月規則第57号

で、同５年５月11日から施行） 

付 則（令和５年３月24日条例第５号） 

この条例は、規則で定める日から施行する。（令和５年５月規則第57号

で、同５年５月11日から施行） 

 付 則（令和８年●月●日条例第●号） 
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改正前 改正後 

この条例は、公布の日から施行する。ただし、第18条第３項の改正規定

（「（以下「個人番号カード」という。）」を「、出入国管理及び難民認

定法（昭和26年政令第319号）第19条の15の２第１項に規定する特定在留カ

ード又は日本国との平和条約に基づき日本の国籍を離脱した者等の出入国

管理に関する特例法（平成３年法律第71号）第16条の２第１項に規定する

特定特別永住者証明書」に改める部分に限る。）は令和８年６月14日から

適用する。 
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第９３号議案説明資料 

令和８年９月１８日 

件   名 
債権の放棄について 

（診療報酬の返還金） 

所管部課名 区民部国民健康保険課、福祉部足立福祉事務所生活支援推進課 

内   容 

足立区が有する次の債権を放棄する。 

 

１ 経過 

厚生労働省による医療機関の調査により、看護師の配置人数の不足から

診療報酬の請求基準を満たしていないことが判明したため、足立区から医

療機関院長に対して診療報酬の返還請求を行い、債権の一部は破産による

財産処分の配当があったものの、さいたま地方裁判所から債務者に対して

免責決定があった（詳細は別紙１「債権放棄」経過について参照）。 

 

２ 内容 

（１）債権 

ア 種類   （ア）国民健康保険診療報酬返還金 

        （イ）生活保護法に基づく医療扶助に係る診療報酬返還金 

イ 返還理由  診療報酬の請求基準を満たしていないことが判明した 

ため 

ウ 放棄する債権の額  １２，８５４，７７１円 

内容 金額 備考 

①返還請求額 １５，２８１，４２４円 

（国民健康保険分） 

８，５１８，４３４円 

（生活保護分） 

６，７６２，９９０円 

②破産配当 ２，４２６，６５３円 

令和７年１１月２６日入金 

（国民健康保険分） 

１，３５３，５８５円 

（生活保護分） 

１，０７３，０６８円 

③債権放棄の額 

（①－②） 
１２，８５４，７７１円 

（国民健康保険分） 

７，１６４，８４９円 

（生活保護分） 

５，６８９，９２２円 

 

（２）債務者 

   埼玉県内医療機関元院長 
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３ 債権放棄の理由 

（１）債務者が破産により、裁判所から本債権の免責を受けたため、回収の

見込みがないことから、令和８年５月の足立区債権等処理判定委員会に

付議し、債権放棄が妥当との答申を得た。 

（２）以上の理由から、地方自治法第９６条第１項第１０号の規定に基づく

議決事件として、債権の放棄をするものである。 
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診療報酬返還金 「債権放棄」経過について 

時期 内 容 

令和 ２年 ２月２７日 医療機関が厚生労働省関東信越厚生局の「施設基準に係る適

時調査」で、看護師の人員配置が診療報酬の請求基準を満た

しておらず、診療報酬を過大に請求していたことが判明した。 
令和 ４年 １月１１日 医療機関は、関東信越厚生局及び埼玉県に診療報酬の返還同

意書を提出した。 
令和 ４年 ９月２１日 
令和 ４年１０月 ４日 

返還同意書の提出を受け、東京都を通じて、足立区に診療報

酬の返還請求を行うよう通知（９月国保・10 月生活保護） 
令和 ４年 ９月２９日 
令和 ４年１０月２０日 

診療報酬の返還請求書を送付 
（９月国民健康保険分、10 月生活保護分） 

令和 ４年１２月２７日 債務者代理人弁護士による債権者に対する説明会開催。 
債務者側より、返還金一律８割削減の提案があり足立区は減

額に応じる要件がなく受入を拒否 
令和 ５年 ５月 返還請求の督促 

令和 ５年１０月２０日 返還請求の訴訟の提起について、区議会において議決 

令和 ５年１１月１６日 東京地方裁判所へ訴状提出 

令和 ６年 ２月 ６日 第１回口頭弁論 

令和 ６年 ５月２４日 さいたま地方裁判所より、債務者の破産手続開始通知 
令和 ６年１０月２２日 第１回債権者集会が開催され、破産管財人弁護士より、債務

者の財産状況及び収支計算について説明 
令和 ７年 ３月１１日 第２回債権者集会。債務者財産の処分見込説明 
令和 ７年 ９月３０日 第３回債権者集会。債務者の財産の整理が終わり、各債権者

に対する配当について説明 
令和 ７年１１月２６日 破産による財産処分の配当２，４２６，６５３円入金。 

残債務１２，８５４，７７１円 
（国保）７，１６４，８４９円 
（生保）５，６８９，９２２円 

令和 ８年 ２月１７日 債務者の破産処理終了。債務について同日免責決定 

令和 ８年 ２月２４日 債務者の免責決定により、東京地方裁判所の訴訟は終了 

令和 ８年 ３月１９日 債務者の債務免責決定が確定 
令和 ８年 ５月１８日 本件債権について、足立区の債権の管理等に関する条例第

１４条第２号「破産法第２５３条第１項の規定により債務

者が当該区の債権につきその責任を免れたとき」に該当す

ることから、債権放棄の判断を「足立区債権等処理判定委員

会」に付議し、委員会から債権放棄の同意を得た。 

令和 ８年 ５月２６日 足立区債権等処理判定委員会より債権放棄相当の答申 
 

別紙１ 

16


